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１．一般会計

平成２４年度一般会計当初予算額は１３４億３，９００万円で、その後補正増額され最終予

算額は１６４億６，７８５万８千円となりました。

歳入決算額は１５０億６，１２９万８千円、歳出決算額は１４５億８０３万３千円、歳入歳

出差引額は５億５，３２６万５千円で、平成２５年度への繰越財源５，２８０万１千円を差し

引いた実質収支は５億４６万４千円となりました。

歳入の主なものとしては、市税が２４億４，５４３万円で歳入全体の１６．２％、地方交付

税が６８億５，４６９万２千円で歳入全体の４５．５％、国庫支出金が１７億５，８１４万２

千円で歳入全体の１１．７％、県支出金が９億１，０７９万１千円で歳入全体の６．０％、繰

越金が６億６，８４０万３千円で歳入全体の４．４％、市債が１１億４，７７０万円で歳入全

体の７．６％となりました。

国庫支出金の主なものは、生活保護費関係が６億７５８万２千円、児童手当関係が３億４，

２２６万７千円、障がい者福祉関係が２億７，１３７万２千円、道路関係補助金が１億４，９

００万６千円、循環型社会形成推進交付金が１億４，２２７万１千円です。また、経済対策関

係事業や農山漁村活性化プロジェクト支援交付金事業の終了などにより、前年度比２億３，５

９４万５千円（１１．８％）の減となりました。

県支出金の主なものは、障がい者福祉や福祉医療給付費などの社会福祉関係で３億５，３７

８万８千円、児童福祉関係で１億３，４６４万９千円です。また、再生可能エネルギー等導入

推進臨時対策基金事業が１億１，７７４万５千円増えたことなどにより、前年度比１億４，３

６９万１千円（１８．７％）の増となりました。

市債は、臨時財政対策債６億１７０万円や小学校整備事業債２億１，７６０万円、社会体育

施設整備事業債６，９５０万円などで、前年度比４億４００万円（２６．０％）の減となりま

した。

歳出の主なものでは、人件費が２８億９，４１１万８千円、扶助費が２３億８，０４３万５

千円、公債費が１６億３，１２２万４千円で、これら義務的経費の合計で６９億５７７万７千

円となりました。投資的経費は２１億７，９６４万円で、主なものは、東湖小学校耐震補強及

び大規模改修事業３億７，０４０万円、クリーンセンター基幹改良整備事業３億２，５３９万

５千円、道路新設改良事業２億６，５４５万４千円です。前年度比では４０７万７千円（０．

２％）の減となりました。

― １ ―



（１）平成２４年度一般会計の決算状況

１．総括

（単位：千円）

区 分 平 成 24 年 度 平 成 23 年 度 増 減 額

予 算 現 額 16,467,858 15,609,176 858,682

歳 入 決 算 額 15,061,298 15,379,944 △ 318,646

歳 出 決 算 額 14,508,033 14,711,541 △ 203,508

歳 入 歳 出 差 引 額 553,265 668,403 △ 115,138

実 質 収 支 額 500,464 605,107 △ 104,643

単 年 度 収 支 額 △ 104,643 △ 50,112 △ 54,531

２．歳入

（単位：千円、％）

区 分 平 成 24 年 度 平 成 23 年 度 増 減 額 増 減 率

市 税 2,445,430 2,443,675 1,755 0.1

地 方 交 付 税 6,854,692 6,654,377 200,315 3.0

国 庫 支 出 金 1,758,142 1,994,087 △ 235,945 △ 11.8

県 支 出 金 910,791 767,100 143,691 18.7

繰 越 金 668,403 851,572 △ 183,169 △ 21.5

市 債 1,147,700 1,551,700 △ 404,000 △ 26.0

歳 入 計 15,061,298 15,379,944 △ 318,646 △ 2.1

３．歳出

（単位：千円、％）

区 分 平 成 24 年 度 平 成 23 年 度 増 減 額 増 減 率

人 件 費 2,894,118 2,908,331 △ 14,213 △ 0.5

扶 助 費 2,380,435 2,364,888 15,547 0.7

公 債 費 1,631,224 1,753,633 △ 122,409 △ 7.0

投 資 的 経 費 2,179,640 2,183,717 △ 4,077 △ 0.2

歳 出 計 14,508,033 14,711,541 △ 203,508 △ 1.4

歳入総額は 15,061,298千円ですが、その主なものは次のとおりです。

歳出総額は 14,508,033千円ですが、その主なものは次のとおりです。
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（２）市税の収納状況

（単位：千円、％）

現年度分 滞納繰越分 計

２ ４ 年 度 2,476,819 332,918 2,809,737

２ ３ 年 度 2,481,070 304,957 2,786,027

増 減 △ 4,251 27,961 23,710

２ ４ 年 度 2,391,571 53,859 2,445,430

２ ３ 年 度 2,405,477 38,198 2,443,675

増 減 △ 13,906 15,661 1,755

２ ４ 年 度 96.6 16.2 87.0

２ ３ 年 度 97.0 12.5 87.7

増 減 △ 0.4 3.7 △ 0.7

区 分

調
定
額

収
入
済
額

収
入
率

経済情勢の低迷に伴う厳しい雇用環境、自営業者の経営不振・企業倒産等が

引き続いており、依然として市税の収納は厳しい状況にあります。電話催告・

自動車のタイヤロック・債権差押・動産差押・不動産差押等の強化を行ってお

りますが、現年度分の収入率は前年度に比較し０．４ポイントの減となってお

ります。滞納繰越分については納付指導による分割納付及び自動車差押・債権

差押・動産差押・不動産差押等の強化により３．７ポイントの増となっていま

す。全体の収入率は前年度に比較し０．７ポイントの減となっております。な

お、今年度の不納欠損処理は１，４７３万８，３６０円、滞納処分の執行停止

額は９９４万９，０５３円でした。

今後も市税の収入確保には一層の努力をしてまいります。

これからも納税の秩序を維持し税の公平を貫くため、財産調査と滞納処分を

強化するともに生活困窮者には滞納処分の執行停止等の処理を適切に行い、滞

納者の減少に努めていきます。
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（３）主要施策の状況

主なソフト事業は次のとおりです。

主な投資的事業の内容は次のとおりです。

東湖小学校耐震補強及び大規模改修事業を３億７，０４０万円で実施し、安全・安心な学習

環境の整備が図られました。

クリーンセンター基幹改良整備事業を平成２４年度から２カ年継続事業により、本年度３億

２，５３９万５千円で実施しました。これにより改修後１５年程度の延命化が図られます。

市道の整備では、二田追分線舗装補修事業４，９４３万９千円、大豊小学校線改良事業３，

４５２万１千円、大清水下谷地線改良事業２，６９４万円、など総額２億６，５４５万４千円

で実施しました。

再生可能エネルギー等導入推進臨時対策基金事業を１億５，１４５万３千円で実施し、避難

場所に太陽光発電によるＬＥＤ照明灯や固定式の大型自家発電装置が設置されていない小・中

学校に太陽光発電システムが整備されました。

長沼球場改修事業を１億７，８６１万３千円で実施し、老朽化した設備の改修やスコアボー

ドを電光掲示板化するなどの機能向上が図られました。

新庁舎建設のため、用地取得や用地整備の樹木伐採・抜根工事を９，５７７万８千円で実施

しました。

住民自治によるまちづくりを推進するための原則やルールなどを定める自治基本条例の制定

事業を７６万５千円、潟上市の豊かな自然を守り将来世代に継承するため環境基本計画の策定

事業を４７２万５千円で実施しました。

緊急雇用創出臨時対策基金事業を３，０７８万９千円で実施しました。

市の教育振興と人材育成に資するため、市育英会へ１億円を補助しました。

市内全ての小中学校の情報教育環境の充実を図るため、本年度は天王小学校と出戸小学校の

教育用コンピュータと教職員用コンピュータを２，５１７万９千円で整備しました。

３年連続の大雪に見舞われたため、除排雪に要した費用は２億９，３９５万９千円でした。

４月３日から４日に発生した暴風により被害を受けた農業及び漁業生産施設等の復旧に対し

７，７６２万６千円を助成し、農業及び漁業者の経営再建を支援しました。

民間資金の市債１３件、１億６，３０１万円の繰上償還を実施し、将来の利子負担額６８９

万９千円を軽減しました。
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２．国民健康保険事業特別会計

平成２４年度国民健康保険事業特別会計当初予算額は３７億２，１０７万４千円で、

その後補正増額され最終予算額は３９億３，９５５万２千円となりました。

歳入決算額は４０億４，７９９万８千円、歳出決算額は３８億３，４９３万７千円、

実質収支は２億１，３０６万１千円となりました。

歳入の主なものとしては、保険税が６億９，９０９万５千円で歳入全体の１７．

３％、国庫支出金が８億９，８３４万７千円で歳入全体の２２．２％、前期高齢者交付

金が８億７,５７８万２千円で歳入全体の２１．６％、共同事業交付金が４億９，７０

８万４千円で歳入全体の１２．３％となりました。

歳出の主なものとしては、保険給付費が総額２５億４，２８０万４千円です。内訳と

しては、一般被保険者分が２２億９，３６１万９千円、退職被保険者等分が２億２，３

３５万３千円でした。

保険給付費では、疾病治療のため療養の給付を行ったほか、出産に際しては出産育児

一時金１,４２８万円を、死亡に際しては葬祭費３５４万円を支給しました。

保健事業では、８８０万７千円のうち人間ドックを１２２人分、６２０万３千円で実

施し、被保険者の健康意識の高揚に努めるとともに、疾病の早期発見・早期治療に努め

ました。

また、後期高齢者支援金等が４億３,９８２万４千円、介護納付金が２億５０４万

円、共同事業拠出金が４億９,３８８万１千円となりました。

加入者及び医療費の状況としては、対前年比で世帯数が８０世帯の増、被保険者数が

１２４人の減となりました。一人当たりの医療費の状況は、一般被保険者分が３４０,

１４７円で対前年比１２,５０５円の増、退職被保険者等分が３６４,３８１円で対前年

比８,９３３円の増です。
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（１）加入者の状況

イ．年間平均世帯数 （単位：世帯）

ロ．年間平均被保険者数 （単位：人）

（２）保険税の状況

一世帯当たり及び一人当たり保険税 （単位：円）

（３）医療費の状況

イ．一般被保険者分 （単位：円）

ロ．退職被保険者等分 （単位：円）

注） 療養給付費は入院・通院・歯科・調剤・訪問看護・施設療養費
療養費は整骨院・補装具等

76,457,490増減 △ 2,097,255

123,663 69,326
1,227△ 1,445

26,968,960
平成23年度 2,685,777,266 29,066,215

総医療費

2,714,843,481
平成24年度 2,762,234,756

区分

806

平成23年度 4,545 169 383

平成24年度

8,933
355,448

一 般
被保険者

退 職
被保険者

合 計

療 養 費
費 用 額

△ 38

8,968

△ 124

収入額

12,505

療 養 費
費 用 額

一人当たり
医 療 費

2,376,390 279,844,630

74,360,235

364,381

退職被保険
者単独世帯

327,642

5,177

80
5,097

被保険者一人
当たり金額

一人当たり
医 療 費

340,1472,789,203,716

合 計

70,553122,218

一世帯当たり
金 額

△ 6,646,573

総医療費

増減 △ 6,787,614

平成24年度 277,468,240

区分
療養給付費
費 用 額

141,041
平成23年度 284,255,854 2,235,349 286,491,203

療養給付費
費 用 額

9,092

平成24年度

768

151

△ 18

376

△ 7

増減 2,411,403
平成23年度 630,308,835

増減

8,200

混合世帯

区分

△ 86

平成24年度 632,720,238

区分

105増減

区分

4,650

一般被保険
者単独世帯

平成23年度 8,286
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３．後期高齢者医療特別会計

（１）対象者の状況（３月３１日現在）
（単位：人、％）

平成24年度 34,296 4,747 13.8

平成23年度 34,623 4,617 13.3

前年度対比 △ 327 130 0.5

※ 人口は、住民基本台帳年報による

（２）保険料の状況
（単位：円、％）

収 納 率
総 額 普通徴収 特別徴収 総 額 普通徴収 普通徴収分

平成24年度 165,866,712 44,960,112 120,906,600 161,658,299 40,498,199 90.1

平成23年度 148,473,021 38,744,621 109,728,400 145,366,155 35,490,355 91.6

前年度対比 17,393,691 6,215,491 11,178,200 16,292,144 5,007,844 △ 1.5

平成２４年度後期高齢者医療特別会計当初予算額は２億６，８７９万２千円で、その後補正減

額され最終予算額は２億６，６８９万４千円となりました。

歳入決算額は２億６，６１６万円、歳出決算額は２億６，４８１万４千円、実質収支額は１３

４万６千円となりました。

歳入の主なものは、後期高齢者医療保険料が１億６，１６５万８千円で歳入全体の６０．

７％、一般会計繰入金が１億２２９万９千円で歳入全体の３８．４％となりました。

歳出の主なものは、後期高齢者医療広域連合負担金が２億４，３２６万７千円で歳出全体の９

１．９％となりました。

調 定 額 収 入 済 額
区 分

区 分 被保険者数人 口 加入率
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４．介護保険事業特別会計

平成２４年度介護保険事業特別会計当初予算額は保険事業勘定が２９億５，９６３万

３千円で、その後補正増額され最終予算額は３１億１，２１４万４千円となりました。

歳入決算額は３０億９，２１９万９千円、歳出決算額は３０億２，０７３万４千円、

実質収支額は７，１４６万５千円となりました。

歳入の主なものとしては、保険料が５億５，１５３万７千円で歳入全体の１７．

８％、国庫支出金が７億１，４１９万８千円で歳入全体の２３．１％、支払基金交付金

が８億３，５９０万３千円で歳入全体の２７．０％、県支出金が４億５，１５７万７千

円で歳入全体の１４．６％、繰入金が４億７，８３１万１千円で歳入全体の１５．５％

となりました。

歳出の主なものは、保険給付費が２８億２，７８１万１千円で歳出全体の９３．

６％、地域支援事業費が４，４８３万４千円で歳出全体の１．５％となりました。

保険給付費の内訳は、介護サービス等諸費が２５億１，６１３万４千円で保険給付費

全体の８９．０％、介護予防サービス等諸費が７，４９１万７千円で保険給付費全体の

２．６％、また、低所得者の利用者負担軽減措置としての特定入所者介護サービス等費

は１億６，２３２万９千円で保険給付費全体の５．７％となりました。

また、地域支援事業費の内訳としましては、介護予防事業費が３５９万９千円、包括

的支援事業・任意事業費が４，１２３万５千円となりました。

次に、介護サービス事業勘定の当初予算額は７６３万４千円で、その後補正増額され

最終予算額は８０８万７千円となりました。

歳入決算額と歳出決算額は同額で、それぞれ８０４万３千円となりました。

歳入は、全て介護予防サービス計画費のサービス収入で、歳出は全て保険事業勘定へ

の繰出金です。
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（１）加入者の状況 （単位：人）

総数 内認定者数 総数 内認定者数 総数 内認定者数

平成24年度 9,376 1,744 12,319 48 21,695 1,792

平成23年度 9,079 1,674 12,544 53 21,623 1,727

増 減 297 70 △ 225 △ 5 72 65

（２）保険料の状況 （単位：千円）

総額 普通徴収 特別徴収 総額 普通徴収

平成24年度 560,459 58,679 501,780 549,733 46,993 80.1

平成23年度 467,315 47,258 420,057 457,783 37,726 79.8

増 減 93,144 11,421 81,723 91,950 9,267 0.3

（３）サービス受給者の状況 （単位：人）

総数 老人福祉施設 老人保健施設 療養型医療

平成24年度 10,880 1,246 3,872 1,963 1,909 0 15,998

平成23年度 10,285 1,293 3,806 2,000 1,806 0 15,384

増 減 595 △ 47 66 △ 37 103 0 614

（４）介護サービスの利用状況

イ．介護・支援サービス給付費 （単位：千円）

区 分 訪問・通所
地域介護

(グループホームほか)

施設
（特養・老健）

特定入所
（食事負担分）

その他 合計
受給者一人

当たり給付費

平成24年度 1,295,392 295,909 999,750 162,329 74,431 2,827,811 177

平成23年度 1,111,051 298,468 974,431 147,301 67,559 2,598,810 169

増 減 184,341 △ 2,559 25,319 15,028 6,872 229,001 8

ロ．居宅介護（支援）サービス費内訳 （単位：千円）

区 分 訪問系 通所系 短期入所 その他 合計
受給者一人

当たり給付費

平成24年度 150,288 405,874 531,475 207,755 1,295,392 119

平成23年度 158,910 400,414 355,210 196,517 1,111,051 108

増 減 △ 8,622 5,460 176,265 11,238 184,341 11

ハ．地域密着型サービス費内訳 （単位：千円）

区 分 グループホーム 老人福祉施設 小規模多機能型 その他 合計
受給者一人

当たり給付費

平成24年度 167,686 81,268 46,955 0 295,909 237

平成23年度 170,690 81,187 46,591 0 298,468 231

増 減 △ 3,004 81 364 0 △ 2,559 6

ニ．施設介護サービス費内訳 （単位：千円）

区 分 老人福祉施設 老人保健施設 療養型医療 合計
受給者一人

当たり給付費

平成24年度 489,243 510,507 0 999,750 258

平成23年度 492,925 481,506 0 974,431 256

増 減 △ 3,682 29,001 0 25,319 2

区 分

区 分

区 分

合計

第1号被保険者 第2号被保険者 合計

収入済額 普通徴収分
収納率（％）

施設サービス

調定

居宅サービス
地域密着型
サービス
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５．農業集落排水事業特別会計

（１）集落排水事業整備の状況

総 面 積 処理計画面積 処理区域面積 整 備 率
ha ha ha ％

平成24年度 9,796 54 54 100.0

平成23年度 9,796 96 94 97.9

前年度対比 △ 42 △ 40 2.1

総 人 口 処理計画人口 処理区域人口 普 及 率
人 人 人 ％

平成24年度 34,296 1,530 1,051 3.1

平成23年度 34,603 3,570 2,190 6.3

前年度対比 △ 307 △ 2,040 △ 1,139 △ 3.2

※ 総人口には、外国人登録人口を含む

水 洗 化 人 口 水 洗 化 率 本 管 延 長
人 ％ km

平成24年度 694 66.0 17

平成23年度 1,707 77.9 28

前年度対比 △ 1,013 △ 11.9 △ 11

区 分

区 分

区 分

平成２４年度農業集落排水事業特別会計当初予算額は１億６，２４０万５千円で、そ

の後補正増額され最終予算額は１億６，５０２万７千円となりました。

歳入決算額は１億７，１９４万１千円、歳出決算額は１億５，８９６万３千円で実質

収支は１,２９７万８千円となりました。

歳入の主なものは、農業集落排水施設使用料が２，１５８万３千円で歳入全体の１

２．６％、一般会計繰入金が１億３，４９１万円で歳入全体の７８．５％となりまし

た。

歳出では、湖岸地区処理場の内部機材撤去工事を４５１万５千円で実施し、撤去後は

地域の備品庫として使用しています。また、豊川地区の河川改修事業による豊川橋の架

け替えに伴い、管渠移設工事を１１８万７千円で実施しました。

平成２４年度末の加入戸数は２０９戸となっています。
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６．下水道事業特別会計

（１）下水道整備の状況

総 面 積 処理計画面積 処理区域面積 整 備 率
ha ha ha ％

平成24年度 9,796 1,609 1,227 76.3

平成23年度 9,796 1,609 1,168 72.6

前年度対比 59 3.7

総 人 口 処理計画人口 処理区域人口 普 及 率
人 人 人 ％

平成24年度 34,296 32,000 31,566 92.0

平成23年度 34,603 32,000 30,399 87.9

前年度対比 △ 307 1,167 4.1

※ 総人口には、外国人登録人口を含む

水 洗 化 人 口 水 洗 化 率 本 管 延 長
人 ％ km

平成24年度 25,516 80.8 225

平成23年度 24,172 79.5 211

前年度対比 1,344 1.3 14

区 分

区 分

区 分

平成２４年度下水道事業特別会計当初予算額は１１億５,６６９万８千円で、その後

補正減額及び繰越財源充当され最終予算額は１２億４,７４８万７千円となりました。

歳入決算額は１２億９，１４６万４千円、歳出決算額は１２億３，１６８万９千円、

歳入歳出差引額は５，９７７万５千円で、平成２５年度への繰越財源１万４千円を差し

引いた実質収支は５，９７６万１千円となりました。

歳入の主なものは、下水道使用料が４億２，６９４万２千円で歳入全体の３３．

１％、一般会計繰入金が５億６０７万７千円で歳入全体の３９．２％、下水道債が２億

５７０万円で歳入全体の１５．９％となりました。

歳出では、公共下水道事業として５９３万３千円で管渠布設を９７．７ｍ、湖岸及

び羽立地区農業集落排水事業から特定環境保全公共下水道事業に切り替えるため１億

６，０１８万９千円で管渠２，９５９．６５ｍを布設しました。

平成２４年度末の供用開始面積は、公共下水道と特定環境保全公共下水道の合計で

１，２２７ha、下水道加入戸数は８，６８９戸となっています。
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７．合併処理浄化槽事業特別会計

（１）合併処理浄化槽事業整備の状況

総 人 口 処理計画人口 処理区域人口 普 及 率

人 人 人 ％

平成24年度 34,296 800 649 1.9

平成23年度 34,603 800 746 2.2

前年度対比 △ 307 △ 97 △ 0.3

※ 総人口には、外国人登録人口を含む

水 洗 化 人 口 水 洗 化 率

人 ％

平成24年度 263 40.5

平成23年度 256 34.3

前年度対比 7 6.2

区 分

区 分

平成２４年度合併処理浄化槽事業特別会計当初予算額は６６７万６千円で、その後補

正増減はなく最終予算額は６６７万６千円となりました。

歳入決算額は６６５万７千円、歳出決算額は６０３万１千円で実質収支は６２万６千

円となりました。

歳入の主なものは、合併処理浄化槽施設使用料が２７５万８千円で歳入全体の４１．

４％、一般会計繰入金が３５３万６千円で歳入全体の５３．１％となりました。

平成２４年度末の合併処理浄化槽設置戸数は７６戸となっています。
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８．豊川財産区特別会計

９．下虻川財産区特別会計

１０．和田妹川財産区特別会計

１１．飯塚財産区特別会計

平成２４年度豊川財産区特別会計当初予算額は３８万３千円で、その後補正増額され最

終予算額は２４１万２千円となりました。

歳入決算額は２８３万２千円、歳出決算額は２２２万５千円で、実質収支は６０万７千

円となりました。

歳入の主なものは、繰越金が２２７万３千円で歳入全体の８０．３％となりました。歳

出の主なものは、財政調整基金積立金が１９３万２千円となりました。

平成２４年度下虻川財産区特別会計当初予算額は１０１万８千円で、その後補正増額さ

れ最終予算額は１７８万５千円となりました。

歳入決算額は１８４万３千円、歳出決算額は１２９万６千円で、実質収支は５４万７千

円となりました。

歳入の主なものは財政調整基金繰入金１０１万３千円で、歳出の主なものは財政調整基

金積立金が７６万８千円となりました。

平成２４年度和田妹川財産区特別会計当初予算額は６２万１千円で、その後補正増額さ

れ最終予算額は１０９万８千円となりました。

歳入決算額は１０９万６千円、歳出決算額は６７万９千円で、実質収支は４１万７千円

となりました。

歳入の主なものは繰越金が４７万９千円で、歳出の主なものは財政調整基金積立金が４

７万８千円となりました。

平成２４年度飯塚財産区特別会計当初予算額は７７万７千円で、その後補正増額され最

終予算額は１０６万９千円となりました。

歳入決算額は１０６万７千円、歳出決算額は７６万６千円で、実質収支は３０万１千円

となりました。

歳入の主なものは財政調整基金繰入金が５１万１千円で、歳出の主なものは財産管理費

が３２万１千円、財政調整基金積立金が２９万３千円となりました。
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１２．水道事業会計

（１）給水状況

（２）工事状況

（３）財政状況

また、資本的収支については収入額545,295,750円、支出額1,030,585,892円（消費

税込）で、資本的収支の不足額485,290,142円は、過年度損益勘定留保資金

98,767,000円、建設改良積立金200,000,000円、当年度損益勘定留保資金186,523,142

円で補てんしました。

以上が本年度の概況でありますが、今後も適切な事業選択とより一層の経費の節減な

ど効率的な事業経営に努めてまいります。

本年度末における給水戸数は10,353戸、給水人口は26,865人で、前年度末と比較し

て給水戸数は151戸減少し、給水人口は918人減少しました。（減少分に秋田市金足分

給水戸数243戸、給水人口670人を含む）普及率は82.13％となりました。年間総配水

量は3,037,408㎥となり、一日最大配水量は11,358㎥、施設能力（H25.3.27より

19,514㎥/日、それ以前は12,735㎥/日）に対する最大稼働率は、58.2%（89.2%）にな

りました。

年間有収水量は2,652,830㎥で、有収率は87.3%となり前年度に比較して3.4ポイン

ト増加しております。

建設工事は、２３・２４年度の継続事業で新追分浄水場等施設整備工事を行ってお

ります。また、牛坂地区配水施設整備工事、大崎地区配水施設実施設計及び配水施設

用地買収を実施しています。

保存工事として、鶴沼台浄水場監視・自動制御装置更新、取水井戸更新、ろ過機更

新等を実施しています。

本年度の水道事業収益は613,515,977円、経常費用は499,557,233円、特別損失

961,677円で112,997,067円の純利益が生じました。
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